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１ 目的と背景

少子化の進行により、今後も児童生徒数の減少が続き、学校の小規模化が進

行すると見込まれています。このままでは、子どものコミュニケーションの多

様化が損なわれたり、集団教育に制約が生じたりするなど、教育環境の悪化が

懸念されます。

太田市教育委員会でも平成３１年４月に「太田市小・中学校施設等の長寿命

化計画」を策定し、将来の児童生徒の減少、市民・社会ニーズ等の変化を踏ま

え、小中学校の再編を検討し、より適切な小中学校数及び配置を目指すことと

し、令和３年４月には太田市初の小中一貫校となる「義務教育学校」の開校を

控え、３校が閉校となります。

また、公共施設全般においても、太田市公共施設等総合管理計画の策定によ

り効率的な設置・運営について課題を示しています。

このように、統合等に伴う小中学校の跡地について、地域の活性化等に寄与

する施設として、民間での活用も視野に入れながら、有効に活用できる用途へ

の転用を図ることが必要となります。大規模な敷地と施設を有する学校跡地の

活用は、持続可能なまちづくりを推進するうえで重要な課題となります。地域

を活性化させるという観点を共通理解としたうえで、市全体のまちづくりの方

向性との整合を図り、また、地域住民の意向を尊重しながら推進しなければな

りません。

太田市公共施設等総合管理計画で掲げるとおり、本市の公共施設の約４割を

占める学校施設の延床面積の縮減は必須ですが、縮減ありきの取組みとしてで

はなく、市民共有の貴重な財産をまちづくりに活用していくという仕組みとし

て推進されなければなりません。

このような観点から、本方針を策定し、学校跡地の具体的な活用につなげて

いくことを目的とします。
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２ 学校跡地利用の基本的な考え方

学校跡地利用にあっては、売却をはじめとして行政による利活用、地域住民

からの要望、民間事業者による利活用等の視点を踏まえ、学校跡地利用の基本

方針を以下のとおり定めます。

学校跡地については、市民共有の貴重な財産であることから、総合計画にお

けるまちづくりの将来都市像や市の重要施策、公共施設等総合管理計画との整

合性に留意し、必要となる公共・公益施設としての利活用を検討し施設総量の

縮減及び有効活用策の現実を図ります。

学校は、住民にとって地域に根付いた代々の学びの場として、地域との関連

も深く、地元の核となる施設であり、住民にとってはコミュニティや地域活動

を支える中心的な場でもあり、地域活動のシンボル的な存在となっています。

学校がこうした役割や機能を担ってきたことを踏まえ、跡地の利活用について

は地域の意向やニーズに配慮した活用方法を検討します。

公共施設については、更新、維持管理、廃止、売却等が必要不可欠となり資

産の効率的活用かつ持続的な行政サービスを実現するために、民間事業者等に

よる学校跡地の利活用として、市の重要施策の実現に寄与することに加え、地

域の意見を尊重し、その上で事業者等の健全性、事業内容を精査し安全性・持

続性とともに市や地域に与える影響等を考慮して活用を検討します。

中長期的な視点に立ち、新たに生じる行政需要への対応等、多様化する市民ニ

ーズを考慮し将来を見据えた行政サービスを提供するため活用を検討します。

基本方針① ： 行政需要への対応と公共施設量の適正化

基本方針② ： 地域住民の利用と地域ニーズを踏まえた活用

基本方針③ ： 民間事業者等による活用

基本方針④ ： 中長期的な視点に立った活用
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３ 跡地利用における検討事項

跡地利用の検討にあたっては、前述の「２ 学校跡地利用の基本的な考え

方」を踏まえた上で、「本市事業」、「公共的・公益的な団体による事業」「民間

事業」を基本検討事項とします。

対象地（施設）において、市が行政目的で活用（転用）することの可能性を

検討するものとします。

他の公共団体や、福祉・教育施設など公益的な事業を民間事業者等が行う要

望等があれば、これら事業展開による活用を検討します。

地域活動を支える地域コミュニティの場として、地域が施設の利活用、維持

管理、運営など事業計画等の提示により、学校跡地を利活用したい要望があっ

たときは、利活用内容を精査した上で、検討するものとします。

公共・公益的な活用が見込まれない跡地については、売却を基本に有償貸付

も含め、民間事業者による活用を検討します。

民間事業者などの他団体を活用した跡地利用については、市域全体の課題解

消や市の重要施策の実現に寄与することに加え、地元の意向も尊重して、事業

者等の健全性、事業内容の安定性・持続性とともに市や地域へ与える影響など

を十分に考慮した上での活用とします。

検討事項① ： 本市事業における活用

検討事項② ： 公共・公益的団体等による活用

検討事項③ ： 民間事業者等による活用
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４ 利活用にあたっての配慮事項

学校跡地は、公共施設であるという観点から、前述の基本方針に加え、以下

の事項にも十分配慮していくこととします。

学校跡地は、市の避難場所として指定されているなど、地域防災の拠点施設

でもあることから、跡地利用の検討にあたっては、防災拠点施設としての機能

面への配慮も行うものとします。

学校施設やグラウンドの多くは、地域への開放を通じて、スポーツの振興の

場、地域活動の場としての役割も果たしてきたことから、これまでの利活用団

体に配慮しつつ本市の活性化や地域振興に資するよう、学校跡地の最大限の有

効活用を図ることを目的とします。

学校跡地利用については、閉校後に行う用途廃止手続きに、それ相応の期間

を要することが想定されるとともに、中長期的な視点に立ち将来的な行政ニー

ズに対応できるよう、新たな行政需要が生じた際の利活用に備えておくことも

必要です。したがって、本格的な利活用に至るまでの一定期間については、一

時的な行政需要への対応や地域コミュニティの場としての利用、事業者への貸

付などの暫定利用についても検討します。なお、利用を認めるにあたっては、

利用目的や利用期間などについて必要な検討を行います。

配慮事項① ： 地域防災への配慮

配慮事項② ： 社会教育活動・地域コミュニティへの配慮

配慮事項③ ： 暫定利用の検討
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５ 学校施設等跡地利用検討の流れ 実施・検討主体

市民及び市議会へ利活用方法の説明及び意見聴取

利活用方法の決定及び報告（庁議・委員会協議会）

利活用計画案の作成

（利用関係者との調整

を含む）

市民及び市議会へ利活用計画決定の報告（庁議・委員会協議会）

利活用事業の開始

（改修工事・ＰＲ・条例整備など）

・太田市マネジメント

推進委員会

・事務局

・所管部局

・事務局

・担当部局

【調整】

・教育委員会

・管財課

・利用関係者

意見の反映・検討

廃校後の施設利用検討

売却決定 利活用決定

所管課決定

（構想所管部局）

売却手続き

利活用方法素案作成

利活用方法作成

所管課決定

（利活用所管部局）


